
東海旅客鉄道株式会社

2018年 8月23日（木）
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中央新幹線（品川・名古屋間)の
使用認可の申請について

資料２－１



○説明内容

1.中央新幹線について

2.大深度地下使用認可申請書の内容について

・中央新幹線事業の概要と目的

・事業区域

・大深度地下の特定

・物件の調査

・施設等の耐力の確保

・安全の確保

・環境の保全

・事業区域に係る他の公共・公益施設の管理者の意見書

・法令の規定により制限のある事業区域に関する行政機関の意見書

・事前の事業間調整の経過の要領及びその結果
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○説明内容

1.中央新幹線について

事業区域に係る他の公共・公益施設の管理者の意見書

・法令の規定により制限のある事業区域に関する行政機関の意見書

・事前の事業間調整の経過の要領及びその結果
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東京

名古屋

大阪

建設線 中央新幹線

区 間 東京都・大阪市

営業主体・建設主体 東海旅客鉄道株式会社

走行方式 超電導磁気浮上方式

最高設計速度 505キロメートル／時
建設に要する費用の概算額

（車両費を含む）
90,300億円

その他必要な事項 主要な経過地
甲府市附近、
赤石山脈（南アルプス）中南部、
名古屋市附近、奈良市附近

東海道新幹線

中央新幹線の整備計画（東京都・大阪市）

中央新幹線
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計画路線
山梨リニア実験線
駅

大深度区間

大深度区間

山梨リニア実験線

岐阜県

愛知県

長野県

静岡県

山梨県

神奈川県

東京都

区間 品川・名古屋間

工事延長 約286km

走行方式 超電導磁気浮上方式

最高設計速度 505キロメートル／時

所要時間 最速40分程度

工事の完成予定時期 平成39年（2027年）

認可内容・工事費

その１
主に土木構造物関係分・約4兆158億円
（品川・名古屋間の総事業費約5兆5,235億円）

その２
電気設備関係分・電気関係約8,378億円を加え約4兆8,536億円
（品川・名古屋間の総事業費約5兆5,235億円）

品川・名古屋間の工事実施計画（2014年10月、2018年3月に認可）
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・構造物の種別
橋りょう トンネル

トンネル：246.6km

高架橋：23.6km

橋りょう：11.3km

路盤：4.1km

トンネル

86%
高架橋

8%

4%

2%

（品川駅～名古屋駅）

285.6km

全体概要
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・首都圏、中部圏は、高度に市街化されているので、出来る限り、大深度地下

を使用する計画としています。

・大深度地下使用区間は、シールドトンネルとする計画です。

・トンネル施工のための立坑は、約5kmの間隔で設置する計画であり、供用後

は、非常口やトンネル内換気や開業後の保守作業等として利用する計画です。

大深度地下トンネルと非常口

シールドトンネル
と非常口

シールドトンネルの
標準的な断面図 階
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）

外径：約14m
約5㎞

非
常
口

非
常
口

シールドトンネル

非常口の設備
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○説明内容

1.中央新幹線について

2.大深度地下使用認可申請書の内容について

・中央新幹線事業の概要と目的

・事業区域

・大深度地下の特定

・物件の調査

・施設等の耐力の確保

・安全の確保

・環境の保全

・事業区域に係る他の公共・公益施設の管理者の意見書

・法令の規定により制限のある事業区域に関する行政機関の意見書

・事前の事業間調整の経過の要領及びその結果
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・東海道新幹線は、昭和39(1964)年10月の開業から50年以上経過し、
経年劣化と東海地震など大災害に対する備えが必要です。

・構造物の耐震補強と大規模改修工事を進めるも、抜本的な備えは、
中央新幹線による二重系化です。

南海トラフ巨大地震の想定震源域と震度の最大値の分布図

名古屋

品川

中央新幹線

東海道新幹線

※中央防災会議「南海トラフ巨大地震対策について（最終報告）」（平成25(2013)年5月）に一部加筆

事業の目的（バイパスの整備）
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品川名古屋大阪
中央新幹線

中部国際空港
(セントレア)

東京国際空港
（羽田空港）関西国際空港

神奈川県

山梨県長野県

岐阜県

事業の目的（三大都市圏が一つの巨大都市圏に）

・三大都市圏が１時間圏内となり、１つの巨大都市圏が誕生します。

・東京・名古屋･大阪の各都市圏や国際空港への移動が飛躍的に
便利になります。
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○説明内容

1.中央新幹線について

2.大深度地下使用認可申請書の内容について

・中央新幹線事業の概要と目的

・事業区域

・大深度地下の特定

・物件の調査

・施設等の耐力の確保

・安全の確保

・環境の保全

・事業区域に係る他の公共・公益施設の管理者の意見書

・法令の規定により制限のある事業区域に関する行政機関の意見書

・事前の事業間調整の経過の要領及びその結果
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事業区域②

事業区域①

100km0km
:駅凡例

大阪市

品川駅

名古屋駅

事業計画（中央新幹線品川・名古屋間）

全体計画（中央新幹線（東京都・大阪市間））

神奈川県(仮称)駅

山梨県(仮称)駅
長野県(仮称)駅

岐阜県(仮称)駅

この地図は、国土地理院長の承認を得て、同院発行の50万分の1地方図を複製したものである（承認番号 平29情複、第1538号）。
なお、承認を得て作成した複製品を第三者がさらに複製する場合には、国土地理院の長の承認を得る必要がある。

全体計画における事業区域計画の概要
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0m

50m

100m

東京都
（港区、品川区、大田区、世田谷区）

神奈川県
（川崎市）

神奈
川県

東京都
（町田市）

大深度地下使用認可申請区間（33.3km）

中央新幹線における大深度地下使用の区間（首都圏）

※非常口等の自社用地区間等は除く

地下41m
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○説明内容

1.中央新幹線について

2.大深度地下使用認可申請書の内容について

・中央新幹線事業の概要と目的

・事業区域

・大深度地下の特定

・物件の調査

・施設等の耐力の確保

・安全の確保

・環境の保全

・事業区域に係る他の公共・公益施設の管理者の意見書

・法令の規定により制限のある事業区域に関する行政機関の意見書

・事前の事業間調整の経過の要領及びその結果

14



大深度地下の特定

大深度地下を使用するうえで、事業区域が大深度法で定義
される大深度地下にあることを明らかにする必要があります。

■中央新幹線での大深度地下の特定
①地表面高の精度、変動を考慮し、地下41m以深
②特定した支持地盤上面から10m以深

⇒①、②のいずれか深い方を大深度地下として特定

① 地下室の建設のための
利用が通常行われない深さ
（地表面から40m以深）

② 建築物の基礎の設置のための
利用が通常行われない深さ
（支持地盤上面から10m以深）
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支持地盤の位置の特定

軟 硬

Ｎ値

［既存資料調査例］地質縦断図（国土庁）

ボーリング調査のイメージ

1m毎に地層の硬さ（Ｎ値）を測定

堅く
締まった
地盤

支持地盤とは、通常の建築物の基礎杭を支持することができる
地盤であり、超高層ビルも支えることができる堅く締まった
地盤です。

■既存資料調査

■地盤調査（ボーリング）

■支持地盤の特定

支持地盤の位置の特定フロー
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地盤調査及び支持地盤の特定

■支持地盤の特定に用いた地盤調査の数量
・首都圏：228箇所（事業区域延長：33.3㎞）
・中部圏：117箇所（事業区域延長：17.0㎞）

■支持地盤上面包絡線の設定
地盤調査により特定した支持地盤の上面位置について、各位置の下限を
結んだラインを支持地盤上面包絡線としています。

■地盤調査による支持地盤の特定
以下、①または②の条件の満たす位置を支持地盤上面としています。

①N値50以上が5m以上連続する地盤

②杭の許容支持力2,500kN/㎡以上の地盤
（地表から25mより浅い場合は地盤の許容応力度1000kN/㎡以上を確認）

支持地盤上面包絡線

地表面

地盤調査により特定した
支持地盤の条件を満たす位置
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特定した大深度地下の例

①地表面高の精度、変動を考慮し、地下41m以深
②特定した支持地盤上面から10m以深

①地下-41m

支持地盤支持地盤深さ

10m

地表より41m

②により大深度地下が特定される区間①により大深度地下が特定される区間

①、②のいずれか深い方が大深度地下となります。

地表面

②支持地盤-10m

中央新幹線の事業区域（シールドトンネル）

大深度地下
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○説明内容

1.中央新幹線について

2.大深度地下使用認可申請書の内容について

・中央新幹線事業の概要と目的

・事業区域

・大深度地下の特定

・物件の調査

・施設等の耐力の確保

・安全の確保

・環境の保全

・ 事業区域に係る他の公共・公益施設の管理者の意見書

・ 法令の規定により制限のある事業区域に関する行政機関の意見書

・ 事前の事業間調整の経過の要領及びその結果
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［参考］大深度法第13条第1項（調書の作成）
事業者は、使用の認可を受けようとするときは、あらかじめ、事業区域に井戸その他の物
件があるかどうかを調査し、当該物件があるときは、次に掲げる事項を記載した調書を作
成しなければならない。

［調査方法］

※ 訪問、郵送を複数回実施しても応答がなかった場合や調査実施が著しく困難な
場合には、登記簿の閲覧、周辺住民への照会等により、調査を実施しています。

［調査の結果］

上記井戸に対して、引き渡し及び移転等の補償協議を行います。

物件の調査

大深度地下には、井戸等の地下物件が既に設置されている
可能性があるため、事業区域に達する井戸等の物件の有無
について、調査を実施しました。

20

事業区域に係る土地や建物の所有者又は管理者に対し、現地調査等に
より、井戸等の地下物件の調査を実施しました。

事業区域に達する深井戸を確認（東京都：3件、愛知県：2件）

［今後について］



○説明内容

1.中央新幹線について

2.大深度地下使用認可申請書の内容について

・中央新幹線事業の概要と目的

・事業区域

・大深度地下の特定

・物件の調査

・施設等の耐力の確保

・安全の確保

・環境の保全

・事業区域に係る他の公共・公益施設の管理者の意見書

・法令の規定により制限のある事業区域に関する行政機関の意見書

・事前の事業間調整の経過の要領及びその結果
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大深度第16条第1項第6号（使用の認可の要件）
事業により設置する施設又は工作物が、事業区域に係る土地に通常の建築物が建築されて

もその構造に支障がないものとして政令で定める耐力以上の耐力を有するものであること

施設等の耐力の確保

大深度法施行令に基づき、

①土圧、②水圧、③通常の建築物の建築 により作用する荷重※を考慮し、

シールドトンネルのセグメントが必要な耐力を有することを確認しています。
※都市計画法による高さ制限のある地域は、制限に応じた建物荷重を設定
※制限無しの場合は、新宿の高層ビル程度（50～55階程度）の建物荷重を設定

土圧＋建築物荷重

土圧＋建築物荷重

土圧＋建築物荷重

ト
ン
ネ
ル

外
径

1
3
.
7～

1
4
.
0m

セグメント
（シールドトンネル）

セグメント厚500㎜～700㎜
水圧
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通常の建築物の建築および建替等は、大深度法による制限
がかかることなく、これまで通り実施可能です。



○説明内容

1.中央新幹線について

2.大深度地下使用認可申請書の内容について

・中央新幹線事業の概要と目的

・事業区域

・大深度地下の特定

・物件の調査

・施設等の耐力の確保

・安全の確保

・環境の保全

・事業区域に係る他の公共・公益施設の管理者の意見書

・法令の規定により制限のある事業区域に関する行政機関の意見書

・事前の事業間調整の経過の要領及びその結果
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火災対策は、他の鉄道と同様に、以下、①・②を基本としています。

次の駅又はトンネル外に停止

②列車火災発生時は、迅速かつ安全に乗客の避難を行うため、
原則として、次の停車場又はトンネルの外まで走行して停止

仕切戸

貫通扉(自動ドア)

①施設・車両の不燃化・難燃化

・車両は、不燃化・難燃化の材料を使用

・車両内には、初期消火に使用する消火器を設置

・車端部には仕切戸を設置、車両間には、貫通扉（自動ドア）を設置

火災への基本的な対応方針

・乗務員による発見や乗客からの通報（非常通報装置の設置）の他、台車等への

火災等の異常検知装置の設置、軌道空間へのカメラ等の設置等により、火災の

早期発見に努めます。 24



・万が一、大深度地下トンネルの途中で停止した場合、区画された避難通路
へ避難し、その後、最寄の駅又は非常口へ移動し、地上へ避難します。

・災害時も含め、トンネル内は縦流換気方式とし、煙は一方向に制御します。

避難通路は区画、加圧されており、
煙・熱が流入しない構造です。

停車したリニア車両から、
梯子により中央通路に移動

中央通路に設置された階段より
安全区間となる下部空間へ移動

実験線の模擬試験設備での避難訓練

利用者等の避難の考え方

安全区画

軌道空間

下部空間

床板

25



大深度地下トンネル・非常口の全体イメージ

非常口（約5㎞間隔）

○大深度地下トンネルのイメージ

○階段部拡大図
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地震への対応方針

・トンネルは、地盤に追随して揺れるので、
地上構造部に見られる振動の増幅が生じません。
また、一般に、地震の揺れの大きさは、地下深くなるほど
小さくなる傾向にあります。

・大深度地下は、堅くよく締まった地盤で構成されているので、
地震動の影響は小さく、原則、耐震設計の必要はありません
が、トンネルと非常口の接続部については、大深度地下使用
技術指針・同解説等により耐震設計を行い、必要により適切
なセグメント及び継手を用いる等の対策を講じます。

・また、ソフト対策として、東海道新幹線で実績のある早期
地震警報システムを導入し、地震発生時には早期に列車を
減速・停止します。

・事業区域の近傍には活断層は確認されていません。

27



■トンネル内への浸水を防止
・鉄道構造物等設計標準・同解説シールドトンネルに準拠し、想定水圧に対

して十分な止水性を有するセグメント継手部の止水シール材等の防水工を
設置します。

■非常口からの浸水を防止
・非常口は、高潮、津波、豪雨、河川氾濫等による浸水防止対策を実施します。
・対策において設定する浸水高さは、国や市町村等が算定したハザードマップ

等に記載された浸水深以上とし、浸水深に対して施設内への流入を防止
します。

浸水への対応方針

［立坑地表部での対策のイメージ］
各立坑の浸水深に応じて、マウンドアップにより入口を高いところに設けるほか、
防水扉や止水板等の対策を実施します。

防水扉のイメージ 止水板のイメージ 28



停電への対応方針

・中央新幹線の変電所は、電力会社から2回線で受電する他、
隣接の変電所からも電源を供給できる構成とします。

（1か所の変電所が停電した場合でも、電源の供給が可能）

・大深度区間では、万が一広域的に停電した場合も、更に遠方
の変電所から電源を供給し、避難に最低限必要な設備の電源
を確保します。

（例）非常口のエレベータ、照明等の避難設備、排水設備等
は、供給継続時間に制限のない電源を確保

・車両にバッテリーを搭載し、非常灯等の異常時に必要となる
設備の電源を確保します。

29



○説明内容

1.中央新幹線について

2.大深度地下使用認可申請書の内容について

・中央新幹線事業の概要と目的

・事業区域

・大深度地下の特定

・物件の調査

・施設等の耐力の確保

・安全の確保

・環境の保全

・事業区域に係る他の公共・公益施設の管理者の意見書

・法令の規定により制限のある事業区域に関する行政機関の意見書

・事前の事業間調整の経過の要領及びその結果
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環境の保全

・大深度地下の公共的使用における環境の保全に係る指針(2004年2月)が
定められており、指針には環境保全のための検討項目が示されています。

項目 細目

①地下水

地下水位・水圧低下による取水障害・地盤沈下

地下水の流動阻害

地下水の水質

②施設設置による地盤変位 施設設置による地盤変位

③化学反応
大深度地下に存在する還元性の地層に起因する
地下水の強酸性化、有害なガスの発生、地盤の
発熱及び強度低下

④掘削土の処理 掘削土の処理

⑤その他
施設の換気等※

交通機関等の大深度地下の使用

○「指針」に示された環境の保全のための検討項目

※「施設の換気等」については、排気ガスが発生しないことから、検討項目に選定しておりません。 31



シールドトンネルの概要

・都市部トンネルには、数多くの実績があり、止水性が高く、漏水の恐れが
ないシールド工法を用います。

・シールド工法は、都市部などの地上部が開発されている箇所、河川下など
の地下水が豊富な箇所で、安全にトンネルを造ることが可能な手法です。

・シールド工法は鋼製の筒(シールド機)に守られる中をカッターがゆっくり
回転し、土を削りながら掘り進める方法であり、地上における騒音・振動
は非常に小さいものとなります。

・シールドトンネルの施工は、本事業においては地上より40m以上深い箇所に
計画しており、騒音・振動の影響はほとんどありません。
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検討結果①：地下水

■地下水位・水圧低下による取水障害・地盤沈下、地下水の流動阻害

・地下駅、変電所、非常口（地下駅等）は止水性の高い連続壁等を設け、トンネル
は密閉性の高いシールド工法を採用するため、漏水はほとんど生じません。

・地下駅等及びトンネルの設置による地下水の水位は、三次元浸透流解析や定性的
手法により予測を行った結果、トンネル部における水位変動はなく、地下駅周辺
においても、その影響範囲は鉄道施設周辺においてごく限定的です。

・また、水位変動のある地下駅周辺においても、圧密沈下はほとんど生じません。

・シールドトンネルの断面の直径は、想定される帯水層の広がりに対して十分に
小さいものとなります。

・以上より、地下水の水位・水圧低下による取水障害・地盤沈下、地下水の流動
阻害による影響はない、と考えています。

・なお、実際の工事の際には、工事による地下水の影響がないことを確認するため、
地下駅、変電所及び非常口（都市部）付近の地点において、地下水の水位計測を
実施します。

■地下水の水質
・地下水の水質への影響については、シールド工法を採用することから、
地盤及び地下水が長期に直接空気に触れず、地下水が酸性化すること
はないと考えています。
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検討結果②：施設設置による地盤変位

・大深度地下は堅くよく締まった地盤で構成されています。
また、シールド工法は、地下水を乱さず工事を実施する
ため、適切な施工管理等を行えば、一般的に、既存建築物
や地表に有意な変位を与えるものではありません。

・影響検討として、シールドトンネル施工による周辺地盤
変位を数値解析した結果※1、その値は小さく、既設構造物
に与える影響は、問題となるものではありません。
※1：支持地盤に対して、トンネルとの離隔距離が1D※2以内となる地域にて実施。
※2：1Dはトンネルの直径を示しており、約14m。

・なお、実際の工事の際には、工事による地盤への影響がない
ことを確認するため、地表面の変位計測を実施します。
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検討結果③：化学反応（地下水の酸性化、ガスの発生、地盤の発熱及び強度低下）

・トンネルには密閉式のシールド工法を採用することで、地盤及び地下水が
長期に直接空気に触れないことから、地盤及び地下水が酸性化することは
なく、これに伴う地盤の発熱及び強度低下、有害ガスの発生は生じない、
と考えています。

・また、セグメントで露出した地盤を覆い、工事にあたっては、必要な災害
発生防止対策や異常時対応を実施するため、天然ガスの発生に対する影響
はない、と考えています。
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・建設発生土はできる限り再利用に努めるとともに、建設汚泥
は脱水処理により発生の抑制・減量化を行います。

・その他、シールド掘削土の再資源化等に努めます。

・再利用できないものについては、関係法令等を順守し、適正
に処理・処分を行います。

検討結果④：掘削土の処理

施工中 現況

トンネル掘削土を有効利用し、谷地を埋め立てて農地として活用

○山梨リニア実験線建設における建設発生土の活用事例（山梨県都留市）
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○トンネル施工中の騒音・振動
・大深度地下は、強固な支持地盤面より更に深い箇所となりますので、シー

ルド掘削中に生じるカッタービットからの切削音、送泥水管からの送泥水
音などが地盤を伝わり騒音・振動が問題となることはない、と考えています。

○非常口周辺の騒音

・非常口周辺では、シールドトンネル施工設備を覆うように仮設防音設備を
設置することにより、騒音を低減します。

その他：騒音・振動（トンネル施工中）

仮設防音設備イメージ

仮設防音設備内部イメージ

仮設防音設備

シールドトンネル施工設備

出典：大丸防音㈱ホームページ 37



空気（音）の流れ

換
気
設
備

①
開
閉
設
備

階
段

②
消
音
設
備

③
多
孔
板

（
微
気
圧
波
対
応
設
備
）

非常口 設備イメージ

その他：騒音・微気圧波（トンネル走行時）

開状態 遮断状態

通常時 列車走行時

開閉設備の開閉状況

・地上では、地下トンネルの列車走行に伴う騒音の
影響はありません。

○地下トンネルからの騒音

○非常口からの騒音・微気圧波
・列車が通過する前に、①開閉設備を遮断状態とし、

さらに②消音設備および③多孔板（微気圧波対応
設備）により列車走行時の影響が低減されるため、
非常口の外において騒音・微気圧波の影響はあり
ません。

エ
レ
ベ
ー
タ
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※山梨リニア実験線高川トンネルの測定値（4両編成走行時）

土被り厚

7～10m

土被り厚
4両編成

（実測値※）
16両編成
（予測値）

7m 47dB 48dB

10m 45dB 46dB

・地表から7～10mの深さにあるトンネルにてリニアが0～500㎞/hで走行した
際の地表での最大振動値は、実測値、予測値共に50dBを下回り、地表の振
動の影響はありませんでした。

・また、大深度地下トンネルは地表から40m以上とさらに深いため、大深度
トンネル走行時の振動の影響はありません。

その他：振動（トンネル走行時）

地表面

○地表面での最大振動値

[参考] 振動のめやす
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○説明内容

1.中央新幹線について

2.大深度地下使用認可申請書の内容について

・中央新幹線事業の概要と目的

・事業区域

・大深度地下の特定

・物件の調査

・施設等の耐力の確保

・安全の確保

・環境の保全

・事業区域に係る他の公共・公益施設の管理者の意見書

・法令の規定により制限のある事業区域に関する行政機関の意見書

・事前の事業間調整の経過の要領及びその結果
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事業区域に係る他の公共・公益施設の管理者の意見書

法令の規定により制限のある事業区域に関する行政機関の意見書

⇒関係機関に関係する法令（河川法、
道路法、都市公園法、文化財
保護法等）について照会した結果、
問題ない旨の意見書を受領。

【道路法の例】

⇒関係機関に確認した結果、

該当する施設は存在しないため、

意見書はありません。
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○説明内容

1.中央新幹線について

2.大深度地下使用認可申請書の内容について

・中央新幹線事業の概要と目的

・事業区域

・大深度地下の特定

・物件の調査

・施設等の耐力の確保

・安全の確保

・環境の保全

・事業区域に係る他の公共・公益施設の管理者の意見書

・法令の規定により制限のある事業区域に関する行政機関の意見書

・事前の事業間調整の経過の要領及びその結果
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事前の事業間調整の経過の要領及びその結果

・平成26年3月から実施した事前の事業間調整
首都圏においては、川崎市、東急電鉄、および神奈川県企業庁から
3件の申出がありました。

①川崎市

【申出内容】
川崎市が事業主体として、新百合ヶ丘から川崎までの整備を計画する
地下鉄（川崎縦貫鉄道線）のうち、初期整備区間である新百合ヶ丘から
武蔵小杉までの区間において、近接に伴う調整

【調整の結果】
以下の内容を相互に確認
‐ いずれの交差箇所においても川崎縦貫鉄道線（初期整備区間）と

中央新幹線のトンネルとの離隔は十分であり、構造物に対する影響
は小さいと想定されることから、互いの事業は実施可能であること

‐ 交差箇所において中央新幹線の施設の施工後において川崎縦貫鉄道
線（初期整備区間）の事業を実施する場合は、近接の協議を川崎市
が当社と実施すること

43



事前の事業間調整の経過の要領及びその結果

②東急電鉄

【申出内容】
‐ 東急所有用地と交差または近接する東急既存施設及び計画施設と

中央新幹線の詳細な位置関係等の提示
‐ 大井町線の延伸計画について、関係事業者である川崎市も含めた調整。
‐ 東急所有用地内の計画である大井町線の延伸計画との交差によって

将来必要となる安全確保のための対応についての調整

【調整の結果】
・以下の内容を相互に確認

‐ 東急既存施設及び計画施設と中央新幹線との位置関係
‐ 大井町線の延伸計画については、申出に基づき、川崎市と当社

の3者で調整を実施した結果、大井町線と中央新幹線の両事業が
実施可能であること

・交差によって将来必要となる計測等の取り扱いについて調整を実施。
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事前の事業間調整の経過の要領及びその結果

③神奈川県企業庁

【申出内容】
‐既存の柿生発電所との事業区域の近接に伴う以下2点の調整

1.中央新幹線建設工事中の振動や掘削による施設への影響
2.中央新幹線完成後の電磁誘導などによる発電設備への影響

【調整の結果】
・以下の内容を、相互に確認

1.中央新幹線建設工事中の振動や掘削による施設への影響
環境影響評価では、工事中の振動は、非常口の工事範囲境界部
にて約63dBであり、問題ない。従って、工事ヤードから約2,000m
以上離れている柿生発電所には影響はない。

2.中央新幹線完成後の電磁誘導などによる発電設備への影響
山梨リニア実験線での実測では、地下走行時の磁界の測定値は、
軌道の直上45mのところで0.00015mT（地磁気の大きさは約0.04mT）
であることから、線路中心から約1,700m以上離れている柿生発電所
では影響はない。

・平成29年10月から実施した事前の事業間調整
申出はありませんでした。 45



○申請内容に関する説明会を、5月10日から18日にかけて、
首都圏で計9回開催しました。

〇当社の中央新幹線工事事務所において、認可申請書及び
その添付書類並びに説明会資料を閲覧できます。
また、工事事務所において、問い合わせ等に対応しています。

〇当社ホームページにおいて、申請書等を公表しています。

【東京都】
東海旅客鉄道株式会社
中央新幹線東京工事事務所、環境保全事務所（東京）
住所 港区高輪3-24-16 ＩＳＡビル3Ｆ
電話 03-6847-3701（東京工事事務所）

03-5462-2781（環境保全事務所）
（受付日時／土・日・祝日・年末年始を除く平日 9時～17時）

【神奈川県】
東海旅客鉄道株式会社
中央新幹線神奈川工事事務所川崎分室
住所 川崎市中原区上丸子八幡町1458-13 東海道新幹線高架下
電話 044-411-0173
（受付日時／土・日・祝日・年末年始を除く平日 9時～17時）

大深度地下使用認可申請書について
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